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ス ウ ェー デ ンの 非 営 利 セ ク ター と福 祉 に 関 す る研 究
一その変遷 における意義 と役割D一
吉 岡 洋 子
1.は じめ に
1.1.研究 の背景 と 目的
福祉 をめ ぐる議 論 の なかで 、北 欧諸 国 と りわけ ス ウェーデ ンは社 会 民主 主義型 福
祉 国家 の典 型例(Esping-Andersen1990)として常 に注 目され て きた。 た だ、公 的福 祉
制 度 が広 く紹介 され る一 方、ス ウェーデ ンの非 営利 セ ク ター へ の関心 は国 内外 を問
わず ほ ぼ皆 無 とい え る状況 で あった。 しか し、1990年代 以降 、 ス ウェーデ ンで も
非 営利 セ ク ター への 関心や研 究が増 しつ つ あ る。関連す る学 問的 知見 は まだ限 られ
てい るが 、クー ン レ&セ ッレの よ うに、実は北 欧 の非営利 セ クターが活 力 を有 して
お り、 その側 面 か ら北欧 諸 国 を再検 討す る こ との意義 を主 張す る場合 もみ られ る
(Kuhnle&Selle1992:4)。
本研 究 はスウ ェー デ ンを対 象国 と して設定 し、非 営利 セ ク ター の歴 史 と現状 を明
らか にす る こ とで、福祉 国家 との 関係 にお けるそ の位 置 づ けや役割 を明 らか にす る
ことを 目的 とす る。なお 、福祉 分野 のな かで も、最 大規模 の高齢者 福祉 を中心 に具
体 的議 論 を進 め る。本研 究 の特徴 と して、まず ス ウェー デ ン語 の一次 資料 を最 大 限
活 用 した文 献研 究 を重 視 した点 、 さ らに現 地 ス ウェーデ ンで の筆 者 の経 験 と して
2002年の留学 時 と2006年に実施 した ヒア リング調 査2)をも とに実証 的 に検 討 した
点が あげ られ る。
1.2.非 営 利セ ク ター への 関心の高 ま り
国や 時代 を問 わず 、非 営利組 織 は人 々の 日常生 活 と密着 してい たが、近年 まで格
別 に注 目され る存在 では なか った。 しか し1980年代前 後か ら、政 府 で も市場 で も
ない非 営利 セ クター とい うシステ ムが包括 的 に規 定 され 始 め、関 心 と期 待 が急速 に
拡 大 した。その背 景 に は、高齢 化 、近代 化 に よる人 々の価値 観 の多様 化や 、高度 経
済成 長終焉 後 の各国 にお け る民 営化 路線 等が あ る(山内2002)。
非営利 セ ク ター 、NPO、市民 とい った言 葉が脚 光 を浴 び、今 日では その機 能や 役
割 が多角 的 に指摘 され て い る。非 営利セ ク ター に言及 す る際 の コンテ クス トは幅 広
い た め ここでは以 下 、渡辺(2000)に依拠 した三 区分 を用 い ご く簡単 に概観 す る。 ま
ず 、主 に経 済学 か らのア プ ロー チが あ る。非 営利セ ク ター は 「政府 の失敗 、市場 の
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失 敗」を補完 し、そのサ ー ビスは 「先駆性 、多 元性 、批 判性 、人 間性 」(山岡1997:13-17)
な ど独 自の価 値 を持つ と してみ る もので あ る。次 に 、組 織 原理論 か らのア プ ローチ
が ある。 ここではネ ッ トワー ク組 織 に よ る新 た な人 々のつ なが りの創 出、また例 え
ば互酬性 ・相 互性 の発揮 が 主 な関心 となる(金 子他1999等)。第 三 に、ア ソシエ ー
シ ョン論 か らの アプ ローチ が あ る。政治 学や社 会 学 を中心 に、特 に脱権 力 を志 向 し
民 主 主 義 を 向上 させ る存 在 と してNPOを 捉 え る も の で、 近 年 で は パ ッ トナ ム
(Putnam1993=2001)の議 論 を 土台 に ソー シ ャル キ ャ ピタル論 が流 行 してい る。 パ ッ
トナ ムが依拠 す る トック ヴィル は、内部効 果(組 織 メンバ ー に よる連 帯 ・協 力 の喜
び の学び)と 外部効 果(団 体 同士 のネ ッ トワー クに よる利 益 の表 出 ・集 積 の奮 起)
に分 けて、市民組 織 団体 が社 会 に もた らす 効果 を論 じてい る(Tocqueville1835&1840
を引用 して、Putnam1993=2001:107-109)。
1.3.福 祉分 野 と非営利 セ クター
さて 、非 営利 セ クター は歴 史 的 に も福祉 と非 常 に深 い関係 に あ る。実 際 の活動 内
容 は多種 多様 で あ るが、 その役 割 はジ ョン ソン(Johnson1981=1989:117)や岡本(大阪
ボ ランテ ィア協会1981)が示 す通 り、"サ」 ビス供 給"と"ア ドボカ シ ー"に 大別 さ
れ る。NPOの 場合 両者 は完全 に切 り離せ ない が、 どち らの役 割 が夫 きいか は 国 に
よ り違 いが大 きい。
国際 的 にみれ ば福祉 分野 にお け る非営利 セ ク ターへ の注 目は、サ ー ビス供 給役 割
につ いて が 中心で あ る。1980年代 以 降福祉 国 家 の危機 が 叫ばれ るな か で 、市場 主
義 的改革 手 法が採 られ 、他方 で は非営利 セ クター へ の期待 を強調 す る論 説 が強 ま っ
た。 こ うした背景 で その後 、福祉 ミックス論 、そ して非営利 組織 を含む福 祉 システ
ム論 が展 開 され て い る。
ただ 、この非 営利 セ クター とそ の内部 の組 織 につ いて は、国に よ り形 態 も認識 範
囲 も大 き く異 な るた め、唯 一の 定義 での理 解 は不可 能 であ る。ア メ リカの場 合 、サ
ラモ ン らに よる五 つ の基準(Salamon&Anheil1997)をもってNPOと 見倣 してい る。
他 方、 ヨー ロ ッパ 諸 国で は、利 潤 の非 分配 制約 に こだわ らず 、む しろ協 同組 合 を主
軸 に 「社 会 的経済(sodaleconomy)」の概 念 で の認識 が定着 』してい る。本研 究 では、
ヨー ロ ッパ を 中心 とす る今 日の福 祉 シ ステ ム論 で 土 台 の一つ と され るペ ス トフの
福祉 トライ ア ン グル モデ ル(Pestoff1992)に基づ き 、協 同組合 、 ア ソシエ ー シ ョン、
ま た一部 の 地域密 着型 小企 業 な どを含 め"ThirdSector"として示 され る部分 を 「非
営利 セ ク ター」 と呼び 広義 で捉 え る。また 、この定義 にお ける外 延 の不 明確 性や 関
連す る種 々 の用語 ・概 念 の存在 を踏 ま えた上 で、非営利 セ クター 内部 の組 織 につ い
て は、文脈 に応 じて 「非 営利 セ クター組 織 」「組 織 団体 」「NPO」等 の語 を用 い る こ
ととす る。
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2.非 営利セ クターへの伝統的視点 と新 たな視点
2.1.伝 統 的な視 点
ス ウェーデ ンの組 織 団体 につ いて は、形成 も加 入 も非 常 に活発 で あ る点 が常 々指
摘 され る(例 、Vbgelet.a1.2003)。「組 織 の国 ス ウェ ーデ ン(f6reningssverige)」とい う
表現 も定 着 してい るが 、その組織 とは主 と して、ス ウェーデ ンの非 営利 セ ク ター を
特徴 づ け る最 も重 要 な 「国民 運動(folkr6relse)」の要 素 を備 え るもので あ る。国 民運
動 とは、19世 紀 後 半頃 を起源 とし、 広 く国民 に密 着ま た浸透 した ア ドボカ シー 、
かつ 人 々の社 会交 流 の機 会 と しての様 々な運動 で あ り、具体 的 には禁 酒運 動 、自由
教会 運動 、労働 運 動 、そ の後 の協 同組合 運 動、成 人教 育運 動 、スポ ー ツ運 動 、年金
生活 者 団体 や 障 害者 団体 に よ る運 動 な ど今 日に続 く活 動 を含 め て広 く捉 え られ て
い る。国民運 動 の団体 は、 メンバ ー シ ップ を基 本 とし、全 国 ・地 方 の ア ンブ レラ型
に構 造化 され てい る との特徴 が あ る(W寿kst16m1998:59)。
こ うした組織 団 体へ の伝 統 的 な視 点 は、"民主主 義"と"人々の政 治 的養 育(の 場)"
とい う文脈 が大半 で あった(Lundstr6m&Svedberg2003:220)。つ ま り、非 営利 セ ク
ター組 織 は民 主主義 の チ ャンネル 、ス ウェーデ ンの政策 決 定過 程 に お ける重 要 なア
クター として位 置づ け られ て きた。社会 民 主党 に よる高 福祉 高:負担政 策 の遂行 にお
い て、合 意形成 指 向型 の政治 が必 然 的 に求 め られ た こ とが背 景 に あ る と岡沢(2006)
は指摘 してい る。ゆえに 、組織 団 体で の活動 は通 常 》"自発 的(frivillig)"また"理念 的
(ideel1)"な活動 とい う言 葉 で表 現 され 、営利 ・非営利 とい うよ り、 人 々が 自発 的 に
社 会 で活動す る とい う観 点 で認識 され る。
ス ウェーデ ンで の一般 的 な社 会活 動 が上記 の よ うな国民運 動型 で あ るゆ えに、ボ
ラ ンテ ィア活 動 に関す る全 国調査 の結果 で も、 具体 的 な活動 内容 で 最 多の65%は
「理事 会/役 員 会へ の参加 」で あ り、福祉 な どの よ り直 接的 な支 援活 動 は17%と最
も少 なか った(Grassman1993:80)。左だ、今 日の非営利 セ ク ター の 姿 は、福祉 国家 の
歴 史 的発 展 段階 とあわせ て形成 され て きた もの であ り、拙稿(2004)でも整 理 した と
お り、19世紀 ま では ス ウェーデ ンで も民 間慈善 事業 が 中心的 に福 祉 を担 ってい た。
ただ 、 ス ウ ェー デ ン の場合 、 非 営利 セ クター と国 家 の関係 が過 去現 在 と もに協調
的 で 、第 二次 世 界 大 戦 後 に は福 祉 の 中核 的 領 域 で の サ ー ビス生 産 ・供 給役 割 が
NPOか ら 福 祉 国 家 へ と 急 速 に 引 き 継 が れ た 点 が 特 徴 的 で あ る
(Lundstl6m&Wijkstr6m1997=246)。
以上 の よ うな、ス ウェーデ ンにお け る非 営利 セ ク ター の典型 的 また伝 統 的 な姿 を
確 か め るため、筆 者 は2002年に、 ク ロノバ リ県 ・ヴェ クシ ョー 市(V銭xj6kommun)』
(人口約7万4千 人)に おい て高齢 者福 祉 に関 わ るNPOの 実態 調 査 を実施 した。
調査 結果 の詳 細 は、拙稿(吉岡2004,2003)に譲 るが、10のNPOと2名 の行 政職 員 へ
のイ ンタ ビュー 、行政 資料(コ ミュー ンの年 次報 告書)調 査 を実 施 した結 果 、ア ン
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ブ レラ型の組 織構 造 、メンバー シ ップ重視 の活 動内 容 、ア ドボカ シー 活動 、行政 と
の友 好関係 な ど、各組 織 には 国民運 動 の要素 が幅広 く確認 され た。一 方で 、そ うし
た伝統 的枠 内に は収 ま らない新 しい動 向 も一部 み られ た。例 えば、年金 生活 者団 体
は従 来の ア ドボカ シーや サー クル 活動 に加 え、1990年代末 か らは 、施設 訪 問 な ど
若 干 直接 的 なか たち で福祉 に 関わ り始 めて もお り、また 国民運 動 に分類 で きな い新
しい タイプ の団体 も誕 生 して いた。
2.乞 新た な視 点
研 究 が活発 化す る なか で今 日、ス ウェーデ ンの非 営利 セ ク ター につ い て、新た な
視 点が 向け られ て い る。一っ の 大 きな契機 はサ ラモ ン らに よる非営 利セ クター国 際
比 較研 究の一 環 として行 われ た調 査 で あった(詳細 はLundstr6m&W輯kstr6m1997参
照)。例 え ば、ス ウェーデ ンの非 営利 セ ク ター の活 動分 野 は 、文 化 ・レク レー シ ョ
ンが最大 、次 に労働 組合 ・業 界団 体 と続 き、保健 医療や 社 会サ ー ビス は非 常 に小 さ
い割 合 であ る。また 、セ クター 内の活動 時 間を雇 用者 の就 業 と無償 の ボ ランテ ィア
で比較す る と、 ス ウェー デ ンで は無償 活動 が76%と 大 半 を 占め る点が特 徴 的で あ
る。 非営 利セ クター の規模 はGDP4.1%相当で諸 外 国 と同等だ が 、ボ ラ ンテ ィアや
NPOの根 本的 な認識 、 また活 動実態 が諸外 国 と大 い に異な る こ とが判 明 した。
こ うした興 味深 い結 果 か ら も関心 が高 ま り、国 民運 動や ア ドボ カ シー の側 面 に限
定 され ない様 々 な視 線 も、非 営利 セ クター に向 け られ るよ うにな った。筆者 が実施
した 資料 調査(吉岡2005.b)にもそれ は明 らかで あ る。 社会 福 祉 を管轄 す る社 会庁
(Sodalstyrelsen)発行 の資 料(1989年～2005年)を"自発 的活 動(frivilligtarbete)"のキー
ワー ドを も とに調 査 した ところ、テー マは 当初、全 国ま た個別 領域 ご との マ ッピン
グが主流 で あっ たが、2002年頃 か らは、事業者 と してのNPO、 国家 ・市場 と対 比
す る存在 と して の非営利 セ ク ター 、行政 との関係 、市 民社 会や ジ ェ ンダー との 関係
と、視 点は 多様 化 し研 究的 要素 も強 ま ってい た。 現 実 に も、社 会 庁 のNPO関 連施
策 は2000年前後 か ら活発 化 し、専門部 署設 置(2003年)、シ ンポ ジ ウム の開催(2002
年 ～毎年)等がみ られ る。
そ して、現 実 に非 営利 セ クター が供給 す るサー ビス 量は少 な いが 、議 論 としては
と りわ け福祉 サー ビス生産役 割 に関す る論争 が 目立つ 。結局 、ヴィー クス トゥル ム
(W琳str6m1994)が示す 通 り、諸議 論 の構 図は社会 で の 「集 合 」VS「個人 」、 あ るい
は 「国民 運動 ・福 祉 国家」VS「保守 ・リベ ラル 」に集約 され る形 となって い る。
以上 の よ うに、ス ウェーデ ンの非営利 セ ク ター の役割 は、伝 統的 な 「ア ドボカ シ
ー」 が今 日 も中心 だが 、そ の上 に1980年代 以降 は 「サー ビス供 給 」の役 割 が一部
新 たにみ られ つつ あ る とい え る。
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3.1980年代以降の福祉 をめ ぐる新動向
3.1.福 祉 を取 り巻 く状 況の 変化
世界各 国 の社 会状 況 と福祉 政策 に は、1980年代 以 降大 き な転 換 が見 られ 、 ス ウ
ェー デ ンで は特 に1990年代が 顕著 な変化 の時 期 で あった(Ds2002:32)。まず 、 国内
の人 口構 造 では 、後期 高齢 者 の割合 増加 が顕 著 で、また人 口全 体 に 占め る外 国生 ま
れ の割合 も、1970年の6.7%から2000年の11.3%へと急 増 した(SCB2005)。多 様
な言 語文 化 に対応す る介護 の あ り方 は、今 日大 きな課題 とな ってい る。さ らに 、1993
年 が最低 だ った1990年代前 半 の経済 不況 も大 き な影 響 を及 ぼ した。1990年代前 半
には公 的セ ク ター の 支 出抑制 が 明確 にな り、公 的 資源投 入 の絶対 量 増加 を して も、
全体 的 なニー ズ増 加 への対応 が追 いつ かない状 態 にあ る(Ds2002:32,p.116)。
また 、従来 は一 元 的 に福 祉 サー ビスを生 産供 給 して きた公 的セ ク ター に対 して、
硬 直 化、非効 率性 へ の批判 が高 ま った。公 的セ ク ター 内 の介護 労働 に関す る問題 も
噴 出 し、1990年代以 降 、介護 職員 の病 気欠 勤率 が 急激 に高 ま り、退職 や 転職 も 目
立つ よ うに な った。 そ の理 由は 明 らか となって い ない が、1990年代 の構 造 改革 と
経費節 減 で現場 職員 へ の心身 負担 が大 き く増 した点 が指 摘 され 、福祉 分 野で の働 き
方 が問われ て もい る(Socialstyrelsen2005:32-34)。
さらに、EU加 盟 とグ ローバ リゼ ー シ ョンの進 展 があ る。1995年のEU加 盟 に よ
りス ウェーデ ンの産 業 全体 に競争 導入 が強 く要 求 され た。医療 ・福祉 の分 野 で は今
も公 的規 制 が大 き く存在 す る ものの、1990年代 前 半 に何 らかの形 で競 争 の導 入 が
求 め られ る よ うにな った(斉 藤2003)。そ して 、新 自由主 義台頭 を背 景 とす る諸外
国 の福 祉改 革 の影響 か ら、個人 レベル で の選択 の 自由導 入 とい う、ス ウェーデ ンの
福 祉 制度 と理 念 の根幹 に関 わ る問題 も議 論 され 始 めた。1994～1995年に 「高齢 者
福 祉 にお け るオル タナ テ ィブ」(AlternativaiAldreomsorgen)とい うシ リー ズ で発 行
され た政府報 告書 も、議 論 の高 ま りを象徴 してい る。
3.2.民 営化 と多元 化の導 入
ス ウェー デ ンの福 祉 にお け る民 営化 とは 、規 制 と財政 にお ける公 的 責任 は維持 し
たま まで、サー ビスの生産 部分 につ い てのみ 、公 的 独 占状態 で な く競争 、つ ま り民
間運営 を導入 す る試 み で ある(斉 藤2002)。行 政 組織 にお い て 「決 定供 給分 離 」モ
デ ル(best註llar-utf6ralmodeller)とい うニー ズ判 定 とサー ビス生産 を分離 す る仕組 み
が導入 され 、三つ の形 態:「契 約委 託(entreprenad)」「ベ ッ ド購 入(k6pavplatsel)」
「利 用者 選 択制度(kundvalssystem)」で いわ ゆ る民営化 が 実施 され てい る。 「利 用 者
選 択制度 」(準 市場 的 な供給 形態 をつ く り利 用 者 が 自由 にサー ビス 事業者 を選 択 決
定で き る)が 一 部 大都 市 で導入 され る一 方、 民 営化 は ほぼ皆 無 とい う地方 もあ り、
全 国的 な差 は大 きい 。しか し、高齢者 福祉 サー ビス にお ける実際 の民 間供給 の割 合
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は、 こ こ10年 ほ どの 間に急激 に高 まった。 高齢 者施設 とホー ムヘ ルプ の運 営 にお
け る民 間割合 は 、1990年4%、1995年9%、2000年に7%と11%、2005年に10%と
13%、と顕著 に増加 して い る(Socialstyrelsen1999,2004,2006a)。
ま た、民 間供給全 体 のな かで も非営利 セ ク ター によ る供 給は わず かで 、全体 の3%
程度(2003年)し かな い(Socialstyrelsen2004)。ス ウェー デ ンの場合 、公 的セ クタ ・
一 以外 とい うこ とで、特 に営利 ・非 営利 は問 わな いま まに民 営化 が進行 した。結 果 、
現 実 には 民間 主体 の 大 半 は営利 企 業 で、・一部 の 大規模 企 業 の寡 占に近づ いて い る
(Socia蓋styrelsen1999)。
今 日で も民 間 によ る福祉 サー ビス供 給 の実態 には未 知 の点が 多 く、職員 や利 用者
な どに もた らされ て い る実 際 の変 化 につ い て把握 が不十 分 で あ る点 が 問題 視 され
て い る(Gustafsson&Szebehely200519)。職員 の 労働環 境 は コ ミュ}ン 直営 と民 間
事業 者 で大差 ない ともい うア ンケー ト調査結 果 もあるが、そ うした調 査 にお いて も、
非営利 セ ク ターの 事業者 は総 数 も規模 も小 さく、回答率 も低 い ため未 解 明 な部分 が
特 に大 きい とい う(Ibid.:19)。
3。3.福 祉サー ビス供 給 と 凹PO一ソー シャル エ ンター プライズの観 点 を 中心に
量 は少 ない とはい え、非 営利 セ クター 組織 が福祉 サー ビス供給 に携 わ る新 た な傾
向 は確 かで あ る。 この変 化 を、非 営利セ クターの 活動 の志 向が 「ア ドボ カシー か ら
サー ビスへ(Flanl6sttillservice)」(Lundstl6m&W堆str6m1995)、公 的資金 の 流れ が
「補 助金 か ら契約 事業費 へ(Fr邑nbidragtillersattning)」(Bergmark1994)とす る表現
もあ る。
ス ウェーデ ン社 会で は、NPOのサー ビス供 給役割 につ い て不安 と懐 疑 も大 きい。
そ れ は福 祉 国家 発 展 の な か で形 成 され た 、 「補 完 だ が(行 政 の)代 行 で は な い
(komplementmeninteers巨ttning)」とい う社会合 意 の範疇 を超 える役割 を求 め るこ と
に な るか らであ る(W琳str6m&Lundstr6m2002:205)。他 方 、各地 で の成 功 事例 に示
唆 を受 けて 、NPOの サー ビス供 給役 割 を積極 的 に捉 え る方 向性 も生 まれ て い る。
例'えば ブ レンバ リエル は、NPOへ の期待 を、1。公 的 セ クターへ の批 判 の対応 、2.
拡大 不可 能 な公 的 セ ク ター とは別 に必 要 とな る新 しいア クター、3.公 的 セ ク ター
とは異 な る独 自の役 割、 と整理 してい る(Socialstyrelsen2002)。また 、質的 な点 に注
目 し、 「特 徴 か ら付 加 価 値 へ(Fr肋saralttiUmer幅rde)」とみ る レ ポ ー ト
(Socials重yrelsen2006。b)もあ る。
非営利 セ クター に よ る福祉 サ ー ビス供給 を極 めて積 極的 に捉 え る論者 の 一人 に 、
政 治学者 のペ ス トフがい る。彼 は、ハ ー シ ュマ ンに よる 「退 出、発言 、 ロイヤル テ
ィ」(Hirschman1970)を、対 人 サー ビス分 野 に応 用 して検 討 した(Pestoff1998)。
「退 出」 とは 、商 品 ・サー ビス に失望 した消費者 が他 へ移 動 し、選 択 に よ り質 を向
上 させ る とい う市場 型 の解決 法 で ある。 「発 言 」 とは 、商 品 ・サ ー ビス の質 の低 下
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に対 して、個人 や 団体 で意 見 を表 明す る とい う政 治 的 な解 決 法で あ る。医療 福祉 な
ど定期的かつ継続的 な"耐久的サー ビス"では、退出 コス トが高い ゆえに、人 々の 「発
言 」 を機 能 させ るジステムが必要であ る とペ ス トフは主張す る。 そ して、市民が直接
的な福祉サー ビス生産に関与す るこ とを、市晟 民主主義 として積 極的に捉 えている。
ペ ス トフの観 方 は、労働 環 境改 善 な どの社 会的 効果 に注 目す る もの で あ り、ヨー.
ロ ッパ にお け る 「ソー シ ャル エ ン ター プ ライ ズ(社 会 的 企 業)」 の議 論 と理 論 的
基盤 を共 通 にす る。 ソー シャル エ ンター プ ライ ズの 一義 的 定義 は困難 だが 、非 営
利 セ クター の企 業組 織 が もつ 社 会 的性格(活 動 目的 、非 営利 資 源 、特 有 の組 織 方
法)に 注 目す る概念 で あ り、ポ ル ザガ らはそれ を他 の組 織 と区別 す るため 、経 済
的 ・企業 家 的 な側 面で の基 準(高 度 の 自立性 、等)と 社 会 的側 面 で の基 準(コ ミ
ュ ニ テ ィへ の貢 献 とい う明 確 な 目的等)か ら試 論 的 定義 を示 して い る(Borzaga
2001=2004:26-29)。
社会 サー ビス は特 に質 が重 要で あ るが、そ の質 は供 給者 と消費者 のイ ンフ ォー マ
ル な関係 に大 き.く依存 し、客観 的計 測 は難 しい。 この特性 を考慮 した 場合 、ツ ー シ
ャル エ ン ター プ ライ ズが社 会 サ ー ビス供 給 を行 うこ とで 生み だ し得 る新 た な変化
に期待 され る。協 同組 合.で 「職 員が 活 き活 き働 い てい る、利 用者 の満 足度 が高 い」
(Pestoff1998=2000)、'「移 民固有 の文化 に対応 し、特別 なニー ズ に専 門的 に対応 で
きて い る」(socialstyrelsen2006.b)等、「非 常 に興 味深 い点 が先行 研 究 で示 され始 め
てい る。




高 齢者介 護 サー ビス事 業 を行 って い る非営利 セ クター組織 の実 際 を知 るため、筆
者 は ヒア リング調査 を実施 した。調 査 の 目的は、第一 に、従 来介 護 サー ビス を直接
担 うこ とのな かっ た非営利 セ クター組織 が高 齢者福 祉 事業 を開 始(あ るいは新組 織
が誕 生)し た理 由 ・背 景 、また実 際の展 開状 況 を明 らか にす る こ と、第二 に、各事
業者 が社 会 的要 素 の 強い ソー シ ャル エ ンター プ ライ ズ とみ な し うる よ うな効果 や
貢献 を もた ら してい るの か を実証的 に確 か め るこ と、で あ る。 トック ヴィル がい う
NPOの"内 部 効果"と"外部効 果"(Putnamlg93=2001:107-109)の区分 に照 ら して、
各 々への変化 や効果 を整 理す る形 で分析す る。
ヒア リン グは、ス トックホル ム市 内で 高齢者 介護 事業 を実施 して い る4つ の事業
者 に対 して半構 造化 面接 方 式 で実施 した。 質 問内 容 は、 主 に(1)事 業者(団 体)'』
の歴 史 と概 要、(2)介護 サ ー ビス事業 と高齢者福 祉 事業 につ いて 開始 の契機 と展 開
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状況 、(3)各事 業者 な らではの特 徴 一利 用者 、職 員 、近 隣 関係 な どのア クター に と
って 一、(4)行政機 関 との 関係 、で あ る。調 査 時期 は、2006年5月27日 一6月5
日、言語 は基 本 的 にス ウェーデ ン語(一 部 英語)を 用 い、各々1時 間半か ら4時 間
の間、ヒア リン グお よび現 場で の観 察 を実 施 した。回答 者 は原 則 的 に高齢者 福祉 関
連 事業 の責任 者 で あった。
対象 は、 ス トックホル ム市 の民 間事 業者 リス ト3>にあ る名称 と組織 形 態 か らソ
ー シ ャル エ ン ター プ ライ ズ と して捉 え うる団 体 を選定 した。高齢 者介護 を中心 に活
動す る とい う共通 点の上 で 、団体 の タイ プ(法 人格)が 多様 とな る よ う配慮 して3
事業者 を選 定 し、協 同組合 支援 セ ンター事 務局 長 の助言 を受 けて 労働者 協 同組合 を
加 えた。
(2)調 査 地
調 査対 象事 業者 の事業 エ リア として 、ス トックホル ム、テー ビィ、ダ ンデ リィー
ド(Stockholm,Taby,Dandelyd)の3つの コ ミュー ン4)が調査 地 とな った。 この3
つ の コ ミュー ンは都 市部 とそ の郊外 に位 麗 し、人 口密度 が 高 くまた経 済的 に裕福 と
い う特徴 が ある。また、政治的 に保 守政権 が強 い た め民営化 路線 が顕 著で 、高齢者
福祉 サー ビスの民 間運営割 合 は、全 国平 均の13%に 対比 し、ス トックホル ムは39%、
テー ビィは48%、ダ ンデ リイー ドは55%と極 めて高 い(S・cialstyrelsen2006.a)。
4.2.結 果
各事 業者 の概 要 は表1の 通 りで あ る。法 人格 と して は、理念 的 フ レー ニ ングが2
っ(う ち1つ は財 団 形式)、協 同組 合 と株 式会社 が各1っ で 、株 式会社 を除 く三 つ
は メンバー シ ップ に も とつ く団体で あ った(た だ し、株 式会社 も母 体 は巨大 な メ ン
バ ー シ ップを有す る)。組 織規模 は16人 か ら1万 人 と多様 だが 、各 事業者 の主要財
源 は介護 事 業で あ った(公 的補助 金 を 中心 とす る1つ を除 く)。また、組 織や組 織
母 体の起 源 は20世 紀 前半 以前 が3つ で2000年代 が1つ 、高齢者 介護 サ ー ビス事業
の開始 時期 につ い ては全 て1980年代 以 降で あっ た。 以 下、 ヒア リングの結 果 を述
べ るが、事 業者A～Dに 便 宜上 「移 民団 体」 「労働者 協 同組合 」 「株 式 会社 」 「財 団
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注)"kr"はク ロー ナ の 略
(1)事 業者A一 移 民団体
事業者Aは 、移 民団体 と して保育所 や 学校 の運 営、文 化宗 教 に あわせ た行 事開
催 と幅 広 い活動 を継 続 してきた。 メンバー の 高齢 化進行 に伴 って 、1980年代 に週 ・
一 回 のデイ サー ビス な どボ ラ ンテ ィアに よ る福 祉 的活 動 が始 ま り、1990年代 に は
多様 な高齢者 向け活動(無 料 の家事支 援 、配食 等)を 充実 拡大 した。 これ らの運 営
には公的 プ ロジェ ク ト補助金 を獲 得 してお り、2006年現在 で合 計60万 クロ「ナ で
ある。 しか し、こ うした活動 では補 い きれ ない介 護 ニー ズが高 ま るな か、特 殊 な文
化宗 教的 背景 をもつ高齢 者 た ちへ の支援 は、行 政側 も苦 心 してい た。そ のた め、2000
年 には ス トックホル ム市 の委託 で事業 者Aは 独 自にホー ムヘル プ サー ビスを 開始、
ま た関連 団体 を通 して保 健 医療セ ンター とケ アっ き高齢者 住宅 を運 営 し始 めた。こ
うした事 業 の背景 で 、コ ミュー ンに事 業 を提案 して関 心 を得 た り、地方政 治 家 を巻
き込 んだ りと積極 的 にア ドボカ シー を行 っ た りした。
事 業者Aに よ る介護 サー ビスや福 祉 的活 動 は、移 民団 体の メ ンバー に大 き く喜
ばれ 、 ホー ムヘル プ利 用量 も2000年370時間/月 か ら、2003年1140時間/月 と
伸び 、従 来 のボ ラ ンテ ィア活動 と相乗 して利用 され た。高齢 者 の家族 も非常 に歓 迎
し、コ ミュー ン行政 も 自 らが対 応不 可能 だ ったニ ー ズに適 す るサー ビスが うまれ て
歓迎 して いた とい う。しか し、2001年の利 用者 選択 制度 導入 で大 赤字 とな り、2004
年で ホー ムヘル プ は 中止 され た。現 在 の事業 者Aは 、公 的認 定 ホ ームヘ ル プ の追
加的役 割 と して、ボラ ンテ ィアに よるサー ビス を実 施 しっっ 、制 度 変革 でホ ー ムヘ
ルプ事 業 を再開 で きる ことを強 く願 って い る。
(2)事 業者B一 労働 者協 同組合
事業 者Bは 、テー ビィ市直営 の グル ー プ ホー ムで 同僚だ った4人 の女性 が2003
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年に設立したごく小規模な職員協同組合である。このホームを民営化す ると市の方
針が決定 された時、家庭的な雰囲気の素晴 らしいグループホームをそのまま存続 さ
せるために、何 とか 自分 たちで運営を引き継げないか と提案 した職員 がいた。職員
たちは、運営主体の転換に関わ らず同 じ場所で勤務 を継続で きるのだが、大規模な
企業が運営主体 とな りケアや運営方針を転換 して しま うことを危惧 したのである。
偶然 に協同組合支援センターの支援 を受けることとな り、4人で協 同組合を立ち上
げ、建物は市か ら無償で借 り受 けて運営を引き継いだ。当時のコ ミュー ン担当者 も、
この協同組合設立を支援 していた。
運営側に立った4人 にとって、仕事へのコミッ トメン トは大きく増 したが、事務
や経理、法律な ども扱えるようにな り彼女たち自身が大きく成長 した とい う。現在
も大変な面は大きいが、「その価値は十分にある」 と繰 り返 していた。職場に大 き
な愛着 をもち、入居者 も家族 も職員 もが満足できるケアを実践できてい ることに喜
びを感 じて活き活き と働いていた。実際、家族が家具を無償提供す るなど応援す る
ようになった り、職員の疾病休暇取得率や離職率が全国平均 より極めて低い状態が
うまれてた りもしている。
事業者Bで は、経営収支はゼロが理想で、事業に関 して借金 は しない とい う職員
間の合意があ り、現在運営に際 して大きな問題 はない。その上で、高齢者 のペース
にあわせて家族 と同 じよ うに楽 しく過 ごす現状を維持することを目指 している。事
業者Bは 国内の公的補助金は一切受 けていないが、社会的企業 としてEUか ら補助
金給付を受けている。また、代表者は時折講演で自らの経験 を紹介す る活動 も行 っ
てい る。
(3)事 業者C一 株 式会社
事 業者』Cは、全 国最 大 の住 宅 協 同組 合(1923年設 立)から派 生す る ご く小規模 な株
式会社 と して、1990年代初 頭 にテー ビィ市 で誕 生 した。 この住 宅協 同組 合 は 、一
般 住 宅 のほか 、シ ニア住 宅運営 、保 険や旅 行 な ど多数 の部 門 を有 して いた。 シニア
住宅 で は従来 世話 人 が高齢 者 への対応 を してい た が、1990年代 初頭 頃 か ら高齢者
へ の支援 ニー ズが 顕著 に高 ま った ため 、 当初 は組 織 内の ボ ラ ンテ ィアで対 応 した。
この頃、テ ー ビィ市 で は、在 宅 サー ビス に利用 者選 択制度 が導入 され る こ ととな り、
その機 会 に協 同組 合 は介護 サ ー ビス会社(事 業者C)を 設 立 し、1993年にホ ー ムヘ
ルプ 事業 を開始 した。そ の後 、サー ビス供 給 量 は着実 に拡大 し、現在 の総 事業 高 は
1310万ク ローナ/年 、職 員総勢800名 に至 って い る。 さ らに、 コ ミュー ンか ら夜
間巡 回等 の関連事 業委託 も受 け るよ うにな った。
事業 者Cの 事業 内容 に は、全 く独 自のメ ニ ュー が 目立つ。例 えば、社長 の 実母 の
体 験 を も とに設 立 したパー キン ソン病患者 専 用 の住 宅 は国 内唯一 で あ り、被介護 者
と介護 者家 族 が共 に旅 す る海外 シ ョー トステ イ事 業 もあ る。こ うした新事 業 への コ
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ミューン側 の関心は高 く、委託事業へ移行 した り、行政担 当者が賞賛のコメン トを
出 した りしてい る。加 えて、2006年か ら、ス トックホル ム市内にある高齢者ケア
つき特別住宅の運営.も開始 した。競争入札に際 し、低 コス トを示 さず質を強調 して
望んだが選定 された とい う珍 しい例である』
イ ンタビューに回答 した施設長 自身は以前、大規模 な公的機関に勤務 していたが、
働 き甲斐を求めて小規模な事業者Cに 転職 してきた。ここでは、意思決定が迅速で
新 しい考えを実行 しやすい点が楽 しく、今後はひろく職員の積極的参加を高めたい
と繰 り返 していた。
驚
(4)事 業 者D一 財 団形式 の団体
事 業者Dは 、1921年に上流 階級 の女性 が創 設 した元来 慈善 的要 素が強 い 団体 で
あ る。公 的福祉 も未整備 だ った 当時 、高齢 者 向 けの 良質 な高齢者 住 宅 を民間 寄付 で
建 設 し、 メ ンバー に供給 した。 事業者Dは こ うした シニア住 宅 を5つ(1100の ア
パー ト)所 有運 営 してお り、現在 も会員 が1万 人 にのぼ る。 シニア住 宅入居 者 で あ
るメ ンバー に対 して、体調 不良 時 の短 期無 料 ケア な どは以 前 よ り組織 内 で実施 して
きた が、1990年代 初頭 に は、入 居者 た ちが公 的認 定外 の追加 的 な支援 ・サー ビス
も求 めて い る こ とが明 らか にな ってい た。ま た この頃、ダンデ リィー ド市 をは じめ 、
ス トックホル ム周辺 の 自治 体 では民 営化 を推進 し始 めて いた。 事業者Dは 、 民間
寄付 が減少 す るなかで新 た な収入 源 を求 めて いた た め、1990年代 末 に事業 者 と し
てホ ー ムヘ ル プサー ビスを開始 した。そ してサー ビス 量は急 速 に拡 大 し、ダ ンデ リ
ィー ド市の ホー ムヘ ル プ供 給 におい て現在 は最大 の事業者 となってい る。
ま た、事 業者Dは 、公 的委 託 と独 自運営 あ わせ て4つ の高齢者 施 設 を運 営 して
い る。筆 者 が訪れ た 高齢者施 設 は、比 較的裕 福 な郊外 エ リア に位 置 し、上述 の シニ
ア住宅 に囲 まれ て高齢 者 が集 う場 とな ってい た。建物 には 通常 の入居部 分 の ほか に、
プール や、近年 に増築 した 図書 室、パ ソコン完備 の研修 室 も あ り、全体 的 にア メニ
テ ィが豪奢 に整 って いた。そ の一部 は 、コ ミュー ンや他:事業者 向け の職 員研修 を販
売 す る新 事 業 のた めのスペ ー スで、 これ も資金 獲得 にむ けた事 業者Dの 模 索 の一
っ で あ る。 事業者Dの 理事長 は、 自分 た ちの存 在意義 が今 目高 ま ってい る と認識
し、民営化 の進 展 で人 々がサー ビス を選択 で き る ことを望ま しい と考 えてい た。そ
して、高齢者 福祉 に貢 献す る手段 として 、事 業拡大 を強 く意 図 していた。た だ、施
設 の現場 で働 く看 護 ・介護 職 員 に話 をき くと、 法律 も労働 条件 も全 国共 通 で あ り、
以 前の職 場(コ ミュー ン、他 の民 間事業 者)で の勤務 の時 となん ら変 わ らない と述
べ ていた。
4.3.分 析
組織 の内部 と外部 にわけて、関係者ごとにその影響や効果を整理 したのが表2で
go
ある。
まず 内部効 果 だが 、サー ビス利 用者 は 多様 な 自 らの特性(民 族 、認 知症 、パー キ
ン ソン病 、裕福 等)に あ うサー ビス が存在 す るこ とで、満 足 を得 てい た。事 業者 が
非 営利 セ クター組織 として実 施す る福祉 的活 動へ の関 わ りや す さもあ り、レク レー
シ ョンへ の 参加 が促 進 され て もいた。そ して 、よ り安心 して親 を任 せ られ る状態 が
できた こ とで、利用者 の 家族 も組織 へ の コン タク トや行事 参加 が活 発化 してい る点












介 護 サ ー 言語や文化、特殊 家 族 とい る よ う 海 外 シ ョ ー トス 家族が既に入居
ビ ス 利 用 事情に対応でき な時間を過ごし、 テ イや パ ー キ ン 中、設備が豪華な
者 るサ ー ビス に安 落ち着いた生活 ソ ン病 患 者用 住 どの理 由で この
心満足。 が可能。 宅は珍 しく、当事 施設 を選べる。
者に有益。
介 護 サ ー 子世代は親の様 子世代 も安心満
ビ ス 利 用 子をみて安心。関 足 し、事業者を支
者の家族 わ りや組織支援 援 。
一 一
の 増 加 。
職員 対応の研修や相 経理や法律実務 小規模組織のた (ケア職 員 は 給





文 化 的特 性 を活
かせる。
が 自分 の成 長 を
実感。大変だがそ





組 織 メ ン 自分や家族が高 実 感 して大 き な 馴染みある住宅 住居運 営組織に
ノミー 齢化 した時、民族 働 きがい。疾病休 協同組合を事業 よ るサ ー ビス を
の文 化等 に あ っ 暇や離職率が極 者に選べ る。追加 選べる。追加的家
たサ ー ビス が あ 少 。 的家事援助も続 事援助 も続けて
る と安 心 。 けて購入可能。 購入可能。
事業組織 メ ンバー の特 殊 運営施設は在宅 慈善的寄付が伸
ニ ー ズ を 充 足 。事 ケア拠点や各種 びない今 日、事業
業の施設や人員 ボ ランテ ィア に 収入の意味大。ケ
一
は 、ボ ラ ン テ ィア 利 用 。会 員 の ニ ー ア職員を、一部シ
活 動 の基盤 と し ズ に応 えなが ら ニ ア住 宅 と関連





コ ミ ュ ー
ン行 政
行 政 に対 応 困難
な少数 の 特殊 ニ
ー ズ を任 せ て安
心。社会の評判 も
得 られる。
(行政 担 当者 の
一部は、他事業者
と比べ た質 の 高
さを評価)
新 しいニ ー ズ を
開 発 し事 業化 し
て くれ る事 業 者
の存在意義は大。





組 織 外 の (この民族 以 外 家庭的なケアを 運営主体が良け 個 別 的 なサ ー ビ
コ ミ ュ ー には直接関係な 望む場合、ここの れば、高齢者施設 スを求める富裕
ン住人 し) サ ー ビ ス を 、利 用 内 の レス トラ ン 層 に と っ て 、ひ と
者選択制度下で や デイ サ ー ビス つの新 たな選択
選択できる。 に もよい影 響 あ 肢 。
り 。
そ の他 組 他の移民組織に 社会的企業の介 国内の優秀事業 組織理念はイギ
織 外 . モデル を提示、ま 護事業に関心あ 者賞受賞。最低額 リス な ど一部 海
た公 的連 携 プ ロ る人々へ刺激。EU で はな く入 札 受 外にも拡大。
ジェ ク トの重 要 基金か ら補助金 託 した例 として、
な 仲 間 。 を受け発信。 他事業者への刺
激 。
さらに、先行研究でも指摘 され る通 り、何 よりも職員に関す る変化が 目立ち、自
由度 と働 き甲斐の向上、病欠の減少等が示 された。特に管理部門の職員にどっては、
新企画に取 り組みやすい とのメリットがあげられ、実際に例えば事業者Bで は自分達
が理想 とするケア実現のための財源や時間の配分、事業者Cで は海外ショー トステイ
といった新事業が短期間で実現していた。他方、ケアの現場職員にとっては、事業者
CやDの よ うに組織規模が大きい場合には、変化は余 りみられないようであった。
また、事業者 自身 も、介護サー ビス事業実施により組織の基盤が安定拡大 してい ・
る場合が主であった。それにより、新たな活動に乗 りだ した り、元来の組織 メンバ




ク トが複数立ち上げ られ る契機 となった。事業者BやCが 質の高いケアを提供す
る事業者 として認め られつつ あるなかで、コミェー ンによる入札のあ り方(従 来 ほ
ぼ コス トのみで決定 していた)に も再考が求め られつつある。このことは、他の民
間事業者へ も刺激 となっている。
さらに、各事業者の取 り組みはモデル として、他の非営利セ クター組織へ も影響
を及ぼ してい る。事業者Aは 、他民族の組織における類似の活動開始につながっ
ている。事業者Bは 、国内で介護の起業を目指す人々に経験を示すほか、EUへも
示唆を与えるもゐであった。あるいは、直接に組織 メンバーではない住民にとって
も、多様な質の事業者が登場 したことで、サー ビス比較やそのサー ビス利用が可能
となった意味で変化があった。
介護サー ビス事業者 となる前、各組織の活動は基本的にメンバー間に限定 されて
いた。 しか し、今 日各事業者は、以前か らの理念 にもとつ く本来的活動 と、ひろく
社会に対す る介護サービス供給の両面を通 じて、組織の内外 に積極的な変化や効果
をダイナ ミックにもたらしていた。この意味で、4事業者は、様 々に社会貢献を成
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す 存在 、ソー シャルエ ンター プライ ズ と捉 え うる と考 え られ る。ただ 、ス ウェー デ
ンの場合 は 、職 員 の労働 条件 と介 護サ ー ビス の水 準 が全国 的 に規定 され て い る こ と
が前提 条件 と して あ り、ゆえ にその上 で の質 の違 い とい う意味 が大 きい もの と考 え
られ る。
そ もそ も、ソー シ ャル エ ン ター プ ライ ズ とい う概念 自体 がい まだ 多義 的 かつ不 明
確 で あ る。だか らこそ 一層 の研 究が 求め られ るわ・けだが 、他企 業 との 比較 、税制 や
委託 費 な どの判断材 料 を加 え て、今後 は緻密 に検 討分 析 を重ね て い く こ とが筆者 の
課題 で あ る。
5.総 合的考察 と結論
5.1.集 合 的ボ イス と個 別的 ボイス
本研 究 で は、高齢 者福 祉 との 関連 にお け るス ウェーデ ンの非 営利 セ クター を、"伝
統 的な役 割(ア ドボカ シー)"と、それ に加 え て"1980年代 以降新 た にみ られ つつ あ
る役 割(サ ー ビス供 給)"に 区分 して検 討 して きた。 後者 の新 動 向 は一 体、 い かに
理解 し うるも ので あ ろ うか?ス ウェーデ ンの福 祉 国家 の危 機 に 際 して 非 営利 セ ク
ターの規 模や 役割 が拡 大 した もの と解 釈す べ きで あ ろ うか。しか し本研 究 で の検 討
か らは、ス ウェー デ ンの非営利 セ クター はそ の よ うに国家 と対立 す る存 在 とは捉 え
られ ない。む しろ新 た な変化 は、非営利 セ クターの意 義や 貢献 が発 揮 され る方 法や
場 の レベ ル にお ける変化 として見た とき、 よ り適切 に理解 で き る と考 え られ る。
ここで、 ス ウェー デ ンの議 論 のな かで 、 「ボイ ス」 とい う概 念 が 大 き く二 っ の文
脈 で用 い られ てい た こ とに改 めて注 目 した い。す なわ ち、i`政策 決 定過程 にお け る
集合 的 なボイ ス"と、"政策 実施段 階 にお け る個 別 的なボイ ス"であ る。
集 合 的 レベ ル のボ イス とは 、社 会 に対 す る人 々の集合 的 な発言 、組織 団 体 を通 じ
たア ドボ カ シー で あ り比 較 的長期 の視 野 でみ た 間接 的 な福祉 へ の 関わ り方 で あ る。
1930年代 ～1980年代 のス ウェー デ ンの高齢 者福 祉 システ ムで は、 人 々の声=ボ イ
ス は、、非営利 セ クター組 織 を通 じて集 合 的 に政策決 定過 程 に反 映 され 、実際 の サー
ビス.は公 的セ ク ター が 一元 的 に担 った。 ル ン ドス トゥル ム&ヴ ィー クス トゥル ム
(Lundstr6m&W堰str6m1995)が、 「ボイ スか らサー ビスへ(Fr&nI6sttillservice)」と変
化 を称す る時、そ のボイ ス とは ま さにス ウェーデ ンの非営利 セ ク ター に伝 統 的 なア
ドボカ シー役割 を指 し示 してい る。
他 方 、個別 的 レベル の ボイ ス とは、個 々の現場 で の福 祉 サー ビス供 給 場面 にお け
る、主 に非 営利 セ ク ター の組織 特性 を通 じて活性化 され る人々の 発言 、参加 で ある。
20世紀 の 問に社 会状 況 は変化 し、 よ り個別 的 で多様 な福祉 サ ー ビス の必 要性 が増
した。多 元化 の潮流 の なかでサ ー ビス供 給役割 を も担 い始 めた非 営利 セ ク ター組織
は 、個 別 の現場 にお い て よ りよい サー ビスや数 々の社会 貢献 を もた らす存 在 とな っ
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てい る。
非営利 セ ク ター は各 時代 の状況 にあわせ て柔 軟 に変化 しつ つ、その本 質的 な先 駆
性 を発揮 す る存在 で あ る。ゆ えに、い ま ス ウェーデ ンの 非営利 セ ク ター に は、二 つ
の役割1ア ドボカ シー、 サー ビス供 給が 共 にみ られ るの で あろ う。
5.2.国 家VS市 場、集 合VS個 人 を超 えて
非営利 セ ク ター は福 祉 国家 を誕 生 させ 下支 え しつ つ も、先駆 的実 践 を通 じて公 的
対応 の不 足 を批判 し、公 的責任 を拡 充 の方 向へ誘 導す る。 こ う認 識す れ ば、国家 と
市場 の 二元論 的認 識 で、単純 に小 さい政府 や 民営 化 と叫ぶ 議論 が いか に無意 味で あ
るかが わか る。
また 、ス ウェーデ ンの非 営利 セ クター が今 日、集 合 的 レベ ル に加 えて個 別的 レベ
ル での役 割 を も増 してい るこ とは、今後 の社 会福 祉 ・社 会保 障 を考 え るに あた り、
各 国に とっ て非 常に示唆 的 で ある。今 日の先進 諸 国 にお い ては、集合 的解 決方 法 で
ある公 的福 祉 制度 、社 会福祉 のなか で、個別性 をいか に活 かせ る かが大 き く問われ
て い る。 この問 いへ の答 え は、21世 紀 の社 会像 を展 望 して神 野 ・澤井(2004)が
い う 「ソー シ ャル ・ガバ ナ ンス」や 、社 会保 障 を支 える人 間像 と して堤(2004)が
示す 「他 者 と ともにあ る個 人」とい う概 念 に も含 まれ てい る と思 われ る。いずれ も、
個人 と国家、個 人 と市場 のあい だ に、いか に当事者 の 自治や 共 同性 を発 揮 してい く
こ とが可 能 か を探 求 して い るもので あ る。 国家VS市 場 、 あ るい は集 団VS個 人 と
い う枠 組 み に と らわれ ず、福祉 にお ける非営利 セ クター の意義や 役割 を展 望す るに
あたっ ては、今 後 この よ うな視点 が不可 欠 なので はなか ろ うか。
ただ 、昨今 の非 営利 セ ク ター への期 待 ばか りが増 大す る傾 向は 気 にかか る。経 済
停滞 そ して市場 原 理主義 が進 む今 日の社 会背 景 にお いて 、ベ ス トミックスの ため の
期待 で あった はず が 、一 歩間違 えれ ば単 な る コス ト削減 策や 個 人 レベ ル での責任 の
押 し付 け増大 に も陥 りかね ない。先 に述 べた個別的ボイ スの意 味は、今後一層増す で
あろ う。 しか し、解 決法 と してそ の方 向性 ばか りが強調 され る とすれ ば、集 合的 ボイ
スの部分 は維持 され うるのであろ うか?減 退 して しま う可能性 も大いにあ りうる。
本研 究 で取 り上 げ たス ウェーデ ンの非 営利 セ ク ター の例 で は 、 「集合 的 ボイ ス」
を土台 と し、それ と両輪 で あって こそ 、「個別 的 ボイ ス」も十分 に発 揮 され てい た。
意義や 役割 は扇 動 され るもの では な く、歴 史や 今 日的実践 の研 究 が積 み重 ね られ 、
普遍化 や理論 化 が試 み られ るなか で、冷静 に議論 され て い くべ き もの であ ろ う。21
世紀 とい う時代 、福 祉 国家 と非営利 セ ク ター の あ りよ うは、どの よ うな展 開 をみ せ
るので あ ろ うか?非 営利セ クター は今 後 もや は り、時代や 場所 にあわせ て先 駆性 を
発揮 し、人 々 の 「ボイ ス」を様 々なか た ちで社会 に反 映 させ なが ら、福 祉 を よ りよ
き方向 に導い てい くもので ある と考 える。
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5.3.結 論
以上のよ う.に、.スウェーデ ンの非営利セクタ}は 、各.時代の社会状況や福祉国家
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VoluntarySectorinSweden
-MeaningandRoleinRelationtoSocialWelfare一
YokoYosHloKA
VbluntaryseρtorinSwedellhasalmostneverbeendiscussedeitherdomesticallyoI
intelnationallyuntihecently,ahhoughSwedenhasalwaysattlactedattentionasatypical
univelsalwelfarestate.ThispapelfocusesonthevoluntarysectorinSwedenand
considelsitsmeaningandroleinlelationtosocialwelfare,especiallythefieldofeldelly
care.
First,theautllolIeviewsreferencingstudiestoclarifywhyvoluntarysectolstudiesare
currentlyattracting.TladitionalSwedishpelspectiveonthesectolemphasizes.itsmle.of
advocacymainlybypopularmassmovement(1b1たrδ7ε1∫ ε).However,fromaroundthe
1980s,thevoluntarysectolhasexpandedintoanothelroletoprovidewelfaleselvicein、
Ieality.SincelittleisknownaboutthelatteHoleofthissectol,thispaperexaminesthe
presentstateandsocialbackgroundconcelningthetrendinprivatizationofeldellycare。
Thoughactualselvicesprovidedby・olganizationsinthevoluntarysectornowcomprises
only2-3%ofthetotalqualltity,therearenewpositiveviewsoftheseolganizationsocial
enterpliseswhichallowspossibilitiesofcreatingdiversityinsociety.
.TorecognizetllesechangesandeffectsbroughtbyvoluntarysectQIolganizations
providingw61fareserviceinreality,interviewswithfourorganizationswereconductedby
theauthorinStockholm.Asaresult,anumberofpositive.challgeswereidentifiedboth
insideandoutsideofeacholganization.Forexample,freedqmandmeaningofworkwere
cl信arlyenhanceσamongworkers.Also,thepublicsectororotherprivateserviceprovidels
werewellstimulatedbydistinctiveattemptsbソvoluntarysectororganizations.
Tosumup,thevoluntarysectolinSwedenhasalwaysshownitspioneer.characteristics
andflexiblychangeditsformsofactivityorrolesinsocietyasthewelfalestate
transformedoveltotime.Itis.conside爬dthatthewel1-developedpublicwelfaresystemis
・・t・t・11・・nt・adi・t・・y.t・・nacti・r・・1・・t・・y・ect・・Th6tw・ …xi・twhil亭th・v61・nt・ ・y
sectolplaysanimportantrole.ThevoluntarysectorinSwedendoesnowandwill
continuouslycontributetomodifyingthewelfarestate.
